
美波町ＳＤＧｓ推進パートナー認定制度要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、持続可能な開発目標（以下「ＳＤＧｓ」という。）の理念を尊重し、経

済・社会・環境の３つの分野を意識した経営を実践する企業等を、町が美波町ＳＤＧｓ推進

パートナー（以下「推進パートナー」という。）として認定し、推進パートナーの成長及び

その取組を支援することにより、美波町 SDGs 未来都市計画の達成を推進するとともに町

内企業等の持続的な成長及び地域経済の持続可能な発展を図ることを目的とする。 

 

（認定資格） 

第２条 美波町ＳＤＧｓ推進パートナー認定（以下「認定」という。）を受けることができる

者は、町内に本社、本店、支店、営業所等の事業所を有し、町内において事業を営む者で、

次に掲げるもの（以下「町内企業等」という。）とする。 

(1) 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項に規定する会社 

(2) 個人事業主 

(3) その他町長が認証の申請を認める者 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する町内企業等は、認定を受けるこ

とができない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する

暴力団その他反社会的団体又はこれらに関連すると認めるに足る相当の理由のある企業等 

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２

条第１項に規定する風俗営業に該当する者 

(3) 前号までに掲げる者に準ずる者 

(4) その他、町長が公序良俗に反すると認めた者 

 

（認定要件） 

第３条 認定は、次の各号のすべてに該当するものについて行うものとする。 

（１）環境・社会・経済の３側面の取組及び目標が設定されていること。 

（２）SDGs 達成に向け、既に取り組んでいる又は認定後に取り組む具体的な取組内容が記

載されていること。 

 

（申請及び認定） 

第４条 認定の申請は、美波町 SDGs 推進パートナー認定申請書（様式第１号）に次に掲げ

る書類を添付するものとする。 

（１）SDGs 達成に向けた申請書（様式第２号） 

（２）SDGs 達成に向けた具体的な取組（様式第３号） 



（３）その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は、前項の規定による申請を受けた場合は、美波町ＳＤＧｓ推進パートナー認定審

査会（以下「審査会」という。）に対し、申請企業の審査を付するものとする。 

３ 審査会は、申請内容について審査し、その結果を遅滞なく町長に答申する。 

４ 町長は、前項の答申をうけ認定要件を満たすと認めるときは、当該申請をした町内企業

等を推進パートナーとして認定するとともに、美波町 SDGs 推進パートナー認定証を交付

し、別に定める認定マークの使用を認めるものとする。 

３ 町長は、前項の認定をしたときは、推進パートナーに対して、自社ホームページでの取

組内容の公表を促すとともに、町ホームページ等において公表するものとする。 

 

（認証後の活動報告） 

第５条 推進パートナーは、認定の日から１年が経過する毎に、取り組み内容の確認を行い、

取り組み内容の更新や新たな取り組みの追加等を行うとともに、必要に応じて町が開催す

る「推進パートナー取組報告会・意見交換会等」でその進捗状況を共有するものとする。 

 

（認証内容の変更） 

第６条 推進パートナーは、その所在地、名称又は代表者の氏名等に変更が生じたときは、

美波町 SDGs 推進パートナー認定内容変更申請書（様式第４号）を町長へ提出するものと

する。 

 

（認定の辞退） 

第７条 推進パートナーは、認定の辞退をしようとするときは、美波町 SDGs 推進パートナ

ー認定辞退届（様式第５号）を提出するものとする。 

 

（認定の取消し） 

第８条 町長は、推進パートナーが、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、認定

を取り消し、第５条第２項に規定する美波町 SDGs 推進パートナー認定証及び認定マーク

の使用を中止させるものとする。 

（１）美波町 SDGs 推進パートナー認定証又は認定マークが不正に使用された場合 

（２）町内企業等としての活動実態がないと判断される場合 

（３）その他町長が認定の取消しが適当と認めた場合 

２ 町長は、前項の取消しを行った場合は、当該取消しを受けた町内企業等へ通知（様 

式第６号）をするものとする。 

 

（認定の期限及び更新） 

第９条 美波町 SDGs 推進パートナー認定証の有効期限及び認定マークの使用期限は、認定



の日から３年とする。 

２ 認定の更新を受けようとする推進パートナーは、第４条第１項に規定する書類を町長に

提出するものとする。 

 

（事務の所掌） 

第１０条 この要綱に関する事務は、政策推進課において所掌する。 

 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和６年４月３日から施行する。 


